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法人単位 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,480 1,480 （注４） ― 1,480 1,480 （注４）

運営費交付金 924 963 39 7,896 7,896 ― ― ― ― 341 343 2 715 715 ― ― ― ― 4,006 5,903 1,897 （注５） 13,882 15,820 1,938 （注５）

受託収入 ― ― ― ― ― ― 14,520 14,324 △ 196 147 150 3 824 821 △ 3 1,154 815 △ 339 （注３） 1,537 1,482 △ 55 18,182 17,591 △ 591

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 69 38 △ 31 （注６） 69 38 △ 31 （注６）

事業収入 4 5 0 11,825 11,764 △ 61 ― ― ― 0 0 0 218 241 23 （注２） ― ― ― ― ― ― 12,047 12,009 △ 38

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 43 61 18 （注７） 43 61 18 （注７）

計 928 967 40 19,721 19,660 △ 61 14,520 14,324 △ 196 489 493 4 1,757 1,777 20 1,154 815 △ 339 5,655 8,964 3,309 44,224 47,000 2,776

事業経費 398 389 △ 10 17,212 17,225 14 13,482 13,227 △ 256 148 150 2 53 43 △ 10 （注２） 1,093 749 △ 344 （注３） ― ― ― 32,386 31,782 △ 604

一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,881 3,533 △ 348 3,881 3,533 △ 348

人件費 529 584 55 （注１） 2,509 2,828 318 （注１） 1,037 1,177 139 （注１） 341 390 49 （注１） 1,704 1,754 50 62 62 ― 1,774 2,002 228 （注１） 7,957 8,796 840 （注１）

計 928 973 45 19,721 20,053 332 14,520 14,403 △ 116 489 540 51 1,757 1,797 40 1,154 810 △ 344 5,655 5,535 △ 120 44,224 44,111 △ 112

（注１） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて各セグメントへの人件費の予算配分を見直したことによる。

（注２） 事業収入及び事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注３） 受託収入及び事業経費の予算額と決算額の差は、日弁連委託援助の収入及び支出実績が減少したことによる。

（注４） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１，１１８百万円、前中期目標期間繰越積立金１０百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（注５） 運営費交付金の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて各セグメントへの運営費交付金の予算配分を見直したことによる。

（注６） 補助金等収入の予算額と決算額の差は、寄附金の収入実績が減少したことによる。

（注７） 事業外収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて事業外収入の予算配分を見直したことによる。

区分
情報提供業務 民事法律扶助業務 国選弁護等関連業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 受託業務
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一般勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,480 1,480 （注４） ― 1,480 1,480 （注４）

運営費交付金 924 963 39 7,896 7,896 ― 341 343 2 715 715 ― ― ― ― 4,006 5,903 1,897 （注５） 13,882 15,820 1,938 （注５）

受託収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,154 815 △ 339 （注３） ― ― ― 1,154 815 △ 339 （注３）

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 69 38 △ 31 （注６） 69 38 △ 31 （注６）

事業収入 4 5 0 11,825 11,764 △ 61 0 0 0 218 241 23 （注２） ― ― ― ― ― ― 12,047 12,009 △ 38

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 43 50 7 （注７） 43 50 7 （注７）

計 928 967 40 19,721 19,660 △ 61 342 343 2 933 956 23 1,154 815 △ 339 4,118 7,471 3,353 27,196 30,213 3,017

事業経費 398 389 △ 10 17,212 17,225 14 11 12 0 20 8 △ 11 （注２） 1,093 749 △ 344 （注３） ― ― ― 18,734 18,382 △ 351

一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,900 2,909 10 2,900 2,909 10

人件費 529 584 55 （注１） 2,509 2,828 318 （注１） 330 378 48 （注１） 913 895 △ 19 62 62 ― 1,219 1,378 159 （注１） 5,562 6,124 561 （注１）

計 928 973 45 19,721 20,053 332 342 390 48 933 903 △ 30 1,154 810 △ 344 4,118 4,287 169 27,196 27,416 220

（注１） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて各セグメントへの人件費の予算配分を見直したことによる。

（注２） 事業収入及び事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（注３） 受託収入及び事業経費の予算額と決算額の差は、日弁連委託援助の収入及び支出実績が減少したことによる。

（注４） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１，１１８百万円、前中期目標期間繰越積立金１０百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（注５） 運営費交付金の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて各セグメントへの運営費交付金の予算配分を見直したことによる。

（注６） 補助金等収入の予算額と決算額の差は、寄附金の収入実績が減少したことによる。

（注７） 事業外収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて事業外収入の予算配分を見直したことによる。
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国選弁護人確保業務等勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

受託収入 14,520 14,324 △ 196 147 150 3 824 821 △ 3 1,537 1,482 △ 55 17,028 16,776 △ 252

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 11 11 （注２） ― 11 11 （注２）

計 14,520 14,324 △ 196 147 150 3 824 821 △ 3 1,537 1,493 △ 44 17,028 16,787 △ 240

事業経費 13,482 13,227 △ 256 136 138 2 34 35 1 ― ― ― 13,652 13,400 △ 253

一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 981 624 △ 358 （注３） 981 624 △ 358 （注３）

人件費 1,037 1,177 139 （注１） 10 12 1 （注１） 791 859 69 555 624 69 （注１） 2,394 2,672 278 （注１）

計 14,520 14,403 △ 116 147 150 3 824 894 70 1,537 1,248 △ 289 17,028 16,696 △ 332

（注１） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて各セグメントへの人件費の予算配分を見直したことによる。

（注２） 事業外収入の予算額と決算額の差は、共通勘定の収益を配賦したことによる。

（注３） 一般管理費の予算額と決算額の差は、調達の内容及び方法の工夫により経費削減に務めたこと等による。
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区分
国選弁護等関連業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 共通 合計
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